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＜⾃衛隊の災害派遣について＞ 
災害派遣は、都道府県知事などが災害に際して防衛⼤⾂や⼤⾂の指定する者へ部隊など

の派遣を要請し、要請を受けた防衛⼤⾂などが事態やむを得ないと認める場合に派遣する
ことを原則にしている。また⾃衛隊の災害派遣の基準は「緊急性」「⾮代替性」「公共性」
の３要件である。⼀⽅、要請を待つ暇がない場合に、指定部隊などの⻑は要請を待つこと
なくその判断に基づいて部隊などを派遣する。⾃衛隊の災害派遣における活動は、被災者
や遭難した船舶・⾶⾏機の捜索・救助、⽔防、医療、防疫、給⽔、⼈員（救急患者含む）
や物資の輸送など広範多岐にわたる。⾃衛隊では災害派遣において４つの期区分が設けら
れている。 
第１期；発災〜各災害派遣部隊の組織に係る災害派遣命令が発令されるまで 

…被災地に所在する部隊などが主体となって情報収集や⼈命救助・捜索活動を 
⾏う。 

第２期；各災害派遣部隊の組織に係る災害派遣命令発令後〜統合任務部隊の組織に係る災
害派遣命令が発令されるまで 

第３期；統合任務部隊の組織に係る災害派遣命令が発令後〜災害派遣終結命令が発令され
るまで 

…組織的な災害派遣活動が開始され⼈命（患者）・物資輸送、応急医療、道路 
 啓開による輸送路確保をはじめ、給⾷・給⽔、⼊浴などの⽣活⽀援活動を⾏ 

う。 
第 4 期；災害派遣終結命令を受け撤退完了するまで 
 …⽣活⽀援活動に復旧活動などが加わる。 
 
＜災害派遣時における⾃衛隊の医療⽀援＞ 

災害派遣における医療⽀援は応急医療や被災地域内の⾃衛隊病院での医療活動のみなら
ず、患者搬送や医療関係物資の緊急輸送なども含まれている。第１期では関係機関との調
整により速やかに医療ニーズを把握するとともに、近傍の衛⽣科部隊が開設する救護所や
被災地域内の⾃衛隊病院において、外傷患者などの救急救命処置や応急処置を⾏う。第２
〜３期においては、被災地域外からの部隊も増援され、衛⽣⽀援体制を確⽴・拡充し、応
急処置を実施する。 
 



＜⾃衛隊との連携について＞ 
１．東⽇本⼤震災での実例 
   2011 年の東⽇本⼤震災における災害派遣において防衛省・⾃衛隊は最⼤時には 10

万⼈を超す隊員を派遣して被災者の救助に全⼒で取り組み、19286 名の⼈命救助、
9505 体のご遺体収容や 13906 トンの物資輸送、20240 名の医療チームなどを輸送、
175 名の患者輸送および 22653 名の医療⽀援を⾏った。 

２．防災訓練などへ参加 
   より効率的な災害派遣を実施するには、関係する組織との連携が⾮常に重要であり、

普段から協⼒や話し合いを積み重ね相互に理解を深めるとともに、災害に対する⾼
い意識が求められる。防災訓練は関係する組織間の相互理解、情報・認識の共有に
きわめて有⽤であり、これらの訓練を通じての災害対処能⼒はもちろん、中央省庁、
地⽅⾃治体などの各関係機関・組織との連携を深め、より迅速かつ効率的に活動が
実施できるよう努めている。 

３．平素からの協⼒関係 
   平時から災害訓練として防衛省・⾃衛隊と⾃治体、DMAT や⺠間組織が合同で訓練

する場が増加しているが、普段はまったく異なる組織であるわれわれ防衛省・⾃衛
隊が持つ能⼒、ソフトもハードも含め認識の統⼀を図り、⼈的交流も深め、「顔の⾒
える」ネットワークの形成も重要であると考えられる。その積み重ねにより具体的
な活動につながり、今後の活動に備えることができ、現地での役割分担・連携や協
⼒、情報の共有を円滑に⾏うことができると考える。 

 
⾃衛隊は他の組織が所有していないさまざまな特殊設備や輸送⼿段なども保有している。

⾃衛隊は⼈、組織としての能⼒はもちろん、これらのほかの組織が有していない特殊な装
備なども保有しており、平素からの連携などを深化させることにより、それらの能⼒の有
効性および防衛省・⾃衛隊の組織⼒を理解すべきである。 


